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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文はアメリカの税制改革と産業政策の関連性について分析したものである。序章の解題と補論を除けば
第1章から終章までの5章構成になっている。 
第1章はレーガン租税政策の成立背景について分析したものである。その背景にはアメリカ産業の衰退、特
に基幹産業である鉄鋼・自動車の国際競争力の低下があり、これら産業を中心に産業再生を図るために、投資
インセンティヴを誘導する加速度償却制度、投資税額控除が導入されたが、「国際競争力強化＝産業再生」は政
府、議会、財界の共通のコンセンサスであったことが明らかにされている。 
また、第2章では第1期レーガン税制の1981年経済再建税法と1982年公平課税と財政責任法の非連続性に
伝分析しており、税制上の投資優遇政策が資本調達後世に与える影響を通じて産業間格差を生み出していった
ことを実証的に解明している。そのために、第3章においては第2期レーガン税制の1986年税制改革法の導入
の背景、その効果について分析している。分析の命題は第1に「競争条件の公平化」、第2に「国際競争力への
効果」、第3に「事業組織形態選択への効果」であるが、有力説についての反証として、設備投資減退の予想は
外れていること、投資税額控除自体のインセンティヴ効果は半導体・コンピュータ産業を除けばあまり働いて
いないこと、また包括所得税制のもと大幅な税率フラット化が一般法人から小規模法人への事業組織形態への
変化をもたらし、法人税収を大幅に減退させたこと、などを指摘している。 
第4章では現ブッシュ政権下における法人税制改正を取り上げ、大幅な法人税収の減退にもかかわらず、従
来の「競争条件の平準化」が踏襲され、大きな法人税制改革は行われなかったが、小規模法人への事業形態選
択に及ぼす経済的歪みを是正するために配当、長期キャピタル・ゲインに軽減税率を適用する改正が行われ、
ITなど成長産業の資金調達に好影響を及ぼしたり、M&Aによる事業再編を促進する効果をもったことが実証的
に明らかにされている。 
終章は30年に及ぶアメリカ租税政策の変遷課程をサーベイした結果として、国際競争力の回復、資源配分の
中立性、所得・資産の平等化は改善されていないこと、法人税収の減退を阻止できないことが指摘され、産業
再生には租税政策には一定の限界があり、産業政策の新たな立案が必要であることを結論としている。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 審査対象論文は80年代以降のアメリカの税制改革と産業政策の関連性について分析したものである。当時の
アメリカの最大課題は国際政治の場における覇権行使の持続可能性であり、そのためにも経済復興は緊急の政
策課題であった。経済の衰退によって財政赤字と貿易赤字の拡大定着は「双子の赤字」として解決されねばな
らない重要課題だったのである。こうした課題に答えるべくレーガン期に導入された税制改革の財政再建に果
たした役割を産業政策との絡みで解明しようとしたのが本論文の主要内容である。 
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 本論文の特徴は、第1に1981年経済再建税法と1982年公平課税と財政責任法との齟齬の背景を明らかにし
ていること、第2に税制上の投資インセンティヴ政策が償却資産間の実効税率格差をもたらし、産業間格差を
生み出していったことを実証的に検証していること、第3に1986年税制改革法の租税作用に関し、通説の反証
として、建造物・設備投資の減退は見られなかったこと、租税インセンティヴは半導体・コンピュータ産業で
は大きかったこと、また事業組織形態の変化によって法人税収が大幅に低下したことなどが解明されている。
また従来あまり分析されていない資金調達方法への租税改革の影響や配当・キャピタル・ゲイン課税の軽減措
置の金融投資行動に及ぼした影響なども詳細に分析されている。 
 租税政策立案の政治的背景の分析が足りないとか、ブッシュ（父）期・クリントン期の分析において大幅改
革がなされていない時期の説明が不十分ではないか、との課題は残っているものの、評論的アメリカ財政論が
多い中、アカデミックにまた堅実に政策過程を実証分析した研究成果は学会における高い評価が得られるもの
であり、博士の学位に十分価するものと判断する。 
 
